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議案第７６号 

（仮称）南花台中央公園にぎわい施設運営事業者選定審査委

員会設置条例の制定について 

 （仮称）南花台中央公園にぎわい施設運営事業者選定審査委員会設置条

例を次のように定める。 

  令和７年１２月１日提出 

河内長野市長 西野 修平 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

（仮称）南花台中央公園にぎわい施設運営事業者選定審査委

員会設置条例 

（設置） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の

規定に基づき、市長の附属機関として、（仮称）南花台中央公園にぎわ

い施設運営事業者選定審査委員会（以下「委員会」という。）を設置す

る。 

 （所掌事務） 

第２条 委員会は、市長の諮問に応じ、（仮称）南花台中央公園にぎわい

施設を運営する事業者の選定に関する事項について審議を行い、意見を

述べるものとする。 
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 （組織） 

第３条 委員会は、委員７名以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者の中から市長が委嘱し、又は任命する。 

(1) まちづくりに関して専門知識を有する者 

(2) 商工関係者 

(3) 市民 

(4) 市の職員 

(5) その他市長が必要と認める者 

 （委員の任期） 

第４条 委員の任期は、第２条に規定する事務を終える日までとする。 

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

 （委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長各１名を置き、委員の互選により定

める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長

が欠けたときは、その職務を代理する。 

 （会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会は、委員の過半数の出席（オンライン（映像及び音声の送受信

により相手の状態を相互に認識しながら通話をすることができる方法を

いう。）を活用した出席を含む。）がなければ会議を開くことができな
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い。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

４ 議長は、必要があると認めるときは、関係者に対し資料の提出又は委

員会への出席を求め、その説明又は意見を聴くことができる。 

 （書面審議） 

第７条 前条第１項の規定にかかわらず、委員長が会議を招集する時間的

余裕がないと認めるとき、又はやむを得ない事由があると認めるときは、

書面の送付等によって行う審議（以下「書面審議」という。）をするこ

とをもって会議に代えることができる。 

２ 書面審議は、委員の半数以上が可否等を表明したことをもって成立し、

書面審議の議事は、可否を表明した委員の過半数で決し、可否同数のと

きは、委員長の決するところによる。 

３ 書面審議を行ったときは、委員長はその後に招集される最初の会議に

おいて、審議の結果を報告しなければならない。 

 （秘密の保持） 

第８条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退

いた後も、同様とする。 

 （庶務） 

第９条 委員会の庶務は、別に定める部署において処理する。 

 （委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営等に関し必要な事

項は、委員長が委員会に諮って定める。 
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附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （会議の招集に係る特例） 

２ この条例の施行後最初に行われる会議の招集は、第６条第１項の規定

にかかわらず、市長が行う。 

（この条例の失効） 

３ この条例（第８条を除く。）は、第２条に規定する事務の終了をもっ

て、その効力を失う。 
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議案第７７号 

河内長野市こどもたちをいじめから守り悩みに寄り添う条例

の制定について 

 河内長野市こどもたちをいじめから守り悩みに寄り添う条例を次のよう

に定める。 

  令和７年１２月１日提出 

河内長野市長 西野 修平 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

   河内長野市こどもたちをいじめから守り悩みに寄り添う条例 

 いじめは、重大な人権侵害であり、決して許されません。 

 いじめは、どのこどもにも、どの学校でも起こり得るものです。 

 その発見や解決が容易ではないからこそ、将来に渡っていじめの早期発

見・早期対応を図るなど、地域社会が一丸となっていじめ問題の未然防止

等のための施策の実施に努め、取り組むことが必要です。 

 河内長野市は、全ての市民等とともにいじめを許さないまちづくりを進

め、こどもたちをいじめから守り、様々な悩みを抱えるこどもたちに寄り

添う地域社会を実現するため、この条例を制定します。 

（目的） 

第１条 この条例は、いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号）
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第１６条第２項及び第１７条の規定に基づき、児童等におけるいじめ問

題の未然防止等に係る基本理念その他必要な事項を定めることにより、

全ての児童等が安心して生活し、健やかに成長することができる社会の

実現に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当

該各号に定めるところによる。 

(1) いじめ 児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍してい

る等当該児童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は

物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを

含む。）であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感

じているものをいう。 

(2) いじめ問題 いじめにより表面化する様々な人権問題のことをいう。 

(3) いじめ問題の未然防止等 いじめ問題の未然防止及び再発防止並び

にいじめの早期発見及び早期対応をいう。 

(4) 学校 河内長野市立小学校及び中学校設置条例（昭和５６年河内長

野市条例第１号）に規定する小学校及び中学校をいう。 

(5) 児童等 学校に在籍する児童又は生徒をいう。 

(6) 保護者 親権を行う者、未成年後見人その他の児童等を現に監護す

る者をいう。 

(7) 市民等 市内に住所を有し、居住し、通勤し、又は通学する者をい

う。 

(8) 地域団体等 市内で活動する団体並びに事業活動を行う法人及び個
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人事業主をいう。 

(9) 関係機関等 前各号に掲げるもののほか、児童等のいじめ問題の対

応に関係する機関及び団体をいう。 

（基本理念） 

第３条 いじめ問題の未然防止等のための施策は、児童等の健やかな心身

の成長や人格の形成に影響を与えず、児童等の人権を侵害することのな

いよう、児童等の最善の利益を優先し考慮して、児童等のいじめ問題へ

の理解を深め、いじめが行われなくなるようにすることを旨とし、児童

等、市、学校、保護者、市民等、地域団体等及び関係機関等の連携の下、

いじめ問題を克服することを目指して行わなければならない。 

（市の責務） 

第４条 市長は、前条に規定する基本理念にのっとり、いじめ問題の未然

防止等のために必要な体制を整備し、いじめのない平穏に学べる環境整

備等の必要な施策を総合的に実施する責務を有する。 

２ 教育委員会は、前条に規定する基本理念にのっとり、学校がいじめ問

題の未然防止等に迅速かつ適切に取り組むため、いじめのない平穏に学

べる環境整備等の必要な措置を講じる責務を有する。 

（保護者の責務） 

第５条 保護者は、いじめ問題への理解を深め、児童等の養育について、

保護者が第一義的責任を有するとの認識の下、児童等が心身ともに健や

かに育成される環境づくりに努めなければならない。 

２ 保護者は、市、学校又は関係機関等が実施するいじめ問題の未然防止

等のための施策に協力するよう努めなければならない。 
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３ 保護者は、その保護する児童等がいじめに関わっているおそれがある

と思われるとき、又は児童等からいじめに係る相談を受けたときは、市、

学校又は関係機関等に情報提供するよう努めなければならない。 

（市民等及び地域団体等の責務） 

第６条 市民等及び地域団体等は、地域において児童等に対する見守り、

声かけ等を行い、児童等が安心して過ごすことができる環境を作るよう

努めなければならない。 

２ 市民等及び地域団体等は、いじめを発見したときは、速やかに市、学

校又は関係機関等に情報を提供するよう努めなければならない。 

３ 市民等及び地域団体等は、いじめに関する通報、相談等に関係したと

きは、その際に知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。 

（学校の責務） 

第７条 学校は、第３条に規定する基本理念にのっとり、児童等のいじめ

問題の未然防止等に取り組むため、いじめのない平穏に学べる環境整備

等の必要な措置を講じる責務を有する。 

（児童等の心構え及びいじめの禁止） 

第８条 児童等は、いじめを行ってはならない。 

２ 児童等は、自己を大切にし、互いの権利を尊重し合うよう努めなけれ

ばならない。 

３ 児童等は、いじめがある若しくはそのおそれがあると思われるとき、

又はいじめに係る相談を受けたときは、市、学校、保護者又は関係機関

等に情報提供するよう努めなければならない。 

（相談） 

-8-



第９条 市長は、いじめを早期に発見し対応するために、いじめに係る相

談に応ずるための相談窓口を市に設ける。 

２ 市長は、いじめに係る相談があったときは、当該相談に係る事実を確

認するために情報を収集するよう努めなければならない。 

（いじめへの対応の申出） 

第１０条 何人も、いじめに関する事項について、市長に対し、いじめへ

の対応の申出（以下「申出」という。）を行うことができる。 

（調査） 

第１１条 市長は、申出があった事案について、関係する児童等及びその

保護者に聞き取りを行う等必要な調査（以下「調査」という。）を行う。 

２ 市長は、調査のため必要があると認めるときは、学校、教育委員会及

び関係機関等に対し、関係資料の提出及び説明並びに実地調査の協力を

求めることができる。 

３ 市長は、調査を行ったときは、児童等が希望しない等の特段の事情が

ない限り、その調査結果を学校、教育委員会及び関係機関等に報告しな

ければならない。 

（調査の不実施） 

第１２条 市長は、申出の内容について明らかに事実の誤認があると認め

られるときその他調査を行うことが適当でないと認めるときは、調査を

行わないことができる。 

（是正の勧告） 

第１３条 市長は、調査の結果、いじめ問題の未然防止等のための措置が

必要と認めるときは、学校、教育委員会及び関係機関等に対し、次に掲
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げる措置を講ずべきことを勧告することができる。 

(1) 児童等に対する見守りその他学校内におけるいじめ問題の未然防止

等のための環境整備 

(2) 訓告、別室指導その他の学校教育法（昭和２２年法律第２６号。次

号において「法」という。）第１１条に規定する懲戒 

(3) 法第３５条第１項（法第４９条において準用する場合を含む。）の

規定による出席停止 

(4) 児童等の学級替え 

(5) 児童等の転校の相談及び転校の支援 

(6) 前各号に掲げるもののほか、いじめ問題の未然防止等のために必要

な措置 

（報告） 

第１４条 市長は、前条の規定により勧告を行ったときは、当該機関の権

限及び責任において執られた措置に関して、当該機関に報告の協力を求

めることができる。 

（権限の範囲） 

第１５条 第１１条及び前条の規定は、市長に対し、地方教育行政の組織

及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第２１条に規定す

る事務を管理し、又は執行する権限を与えるものと解釈してはならない。 

（通報） 

第１６条 市長は、児童等の命と尊厳を守るために必要があると認めると

きは、関係機関等に通報するものとする。 

（補則） 
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第１７条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第９条から第１５条ま

での規定は、令和８年４月１日から施行する。 

 （準備行為） 

２ 前項ただし書に規定する施行の日前においても、第９条から第１５条

までの規定に関し必要な準備行為を行うことができる。 
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議案第７８号 

河内長野市民泊の適切な管理により良好な住環境を保全する

条例の制定について 

河内長野市民泊の適切な管理により良好な住環境を保全する条例を次の

ように定める。 

  令和７年１２月１日提出 

河内長野市長 西野 修平 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市民泊の適切な管理により良好な住環境を保全する

条例 

（目的） 

第１条 この条例は、民泊の運営（管理を含む。以下同じ。）に関し、民

泊を運営しようとする者（以下「事業者」という。）及び市の責務を明

らかにするとともに、市内における民泊の運営に係る手続その他必要な

事項を定めることにより、民泊の適切な運営を図り、もって民泊周辺の

住環境を保全することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において「民泊」とは、市内で運営される次に掲げる事

業をいう。 
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(1) 国家戦略特別区域法（平成２５年法律第１０７号）第１３条第１項

に規定する国家戦略特別区域外国人滞在施設経営事業 

(2) 住宅宿泊事業法（平成２９年法律第６５号）第２条第３項に規定す

る住宅宿泊事業 

（事業者の責務） 

第３条 事業者は、民泊を運営するに当たって、自らも地域社会の一員で

あることを自覚し、民泊が周辺の住環境に及ぼす影響に十分配慮すると

ともに、第１条の目的を達成するため、自らの責任と負担において必要

な措置を講じなければならない。 

（市の責務） 

第４条 市は、市内において民泊が適切に運営されるよう取り組むことで、

観光振興及び空き家の有効活用を促進するとともに、良好な住環境の保

全に努めるものとする。 

（相談窓口の設置） 

第５条 市は、市民等からの民泊に関する相談を受けるため、相談窓口を

設ける。 

（府への要請） 

第６条 市長は、前条の相談を受け、当該相談に係る民泊周辺の住環境が

阻害されるおそれがあると認めるときは、大阪府に対し、適切な対応を

とるよう要請を行うものとする。 

（民泊事業届） 

第７条 事業者は、国家戦略特別区域法第１３条第２項に規定する特定認

定の申請書等の提出又は住宅宿泊事業法第３条第１項に規定する住宅宿
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泊事業を営む旨の届出を行う前に、規則で定めるところにより、民泊事

業に係る事業計画を記載した書面及び図面等（以下「民泊事業届」とい

う。）を市長に届け出なければならない。 

２ 市長は、前項の規定による届出があったときは、当該届出を行った事

業者に対して、必要な指導又は助言をすることができる。 

３ 事業者は、前項に規定する指導を受けたときは、これに対する回答等

を書面で市長に提出しなければならない。 

（事業計画等の説明） 

第８条 事業者は、民泊事業届を届け出る前に、規則で定める周辺住民及

び周辺住民で構成される組織に対し、民泊に係る事業計画その他規則で

定める事項について、説明しなければならない。 

２ 事業者は、前条第１項の届け出に当たって、前項に規定する周辺住民

及び周辺住民で構成される組織に対する説明の内容を記載した書面等

（以下「計画説明実施報告書」という。）を民泊事業届に添付しなけれ

ばならない。 

（事業計画の変更） 

第９条 事業者は、第７条第１項の規定による民泊事業届の届出後、事業

計画の内容を変更（規則で定める軽微な変更を除く。）しようとすると

きは、規則で定めるところにより、あらかじめその旨を市長に届け出な

ければならない。 

２ 市長は、前項の規定による変更の届出があったときは、当該届出を行

った事業者に、変更後の事業計画の内容について、前２条に規定する手

続を再度行わせることができる。 
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（事業の廃止等） 

第１０条 事業者は、民泊事業届の届出から事業を開始するまでの間に、

当該届出に係る民泊の運営を廃止しようとするときは、速やかに規則で

定めるところにより、その旨を市長に届け出なければならない。 

２ 事業者は、事業を開始した日以降に、事業を廃止しようとするときは、

速やかに規則で定めるところにより、その旨を市長に届け出なければな

らない。 

 （勧告） 

第１１条 市長は、事業者が正当な理由なく次の各号のいずれかに該当す

るときは、事業者に対し、期限を定めて必要な措置を講ずるよう勧告す

ることができる。 

(1) 民泊事業届の届出をせず、市内で民泊の運営を行い、又は行おうと

するとき。 

(2) 第７条第２項に規定する指導に従わないとき。 

(3) 第８条第１項の規定による説明を行わない、又は行おうとしないと

き。 

(4) 民泊事業届及び計画説明実施報告書並びに第７条第３項の回答等に、

虚偽又は事実と異なる記載をしたとき。 

(5) その他この条例の規定に違反したとき。 

 （公表） 

第１２条 市長は、前条の規定による勧告を受けた者が、当該勧告に正当

な理由なく応じないときは、規則で定めるところにより、その事実を公

表することができる。 
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２ 市長は、前項の規定により公表しようとするときは、あらかじめ、当

該公表される者にその旨及び当該公表をする理由を通知し、その者が意

見を述べる機会を与えなければならない。ただし、当該公表される者の

住所若しくは居所が不明であるとき、又は日本国内に居住がないときで

あって、当該通知を行うことが不能又は著しく困難であるときは、この

限りではない。 

 （委任） 

第１３条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事

項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和８年２月１日（以下「施行日」という。）から施行

する。 

 （経過措置） 

２ 第７条から第１２条までの規定は、この条例の施行日以後に国家戦略

特別区域法第１３条第２項に規定する特定認定の申請書等の提出又は住

宅宿泊事業法第３条第１項に規定する住宅宿泊事業を営む旨の届出を行

う事業者について適用する。 

（準備行為） 

３ この条例の施行日前においても、この条例の実施のために必要な準備

行為を行うことができる。 
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議案第７９号 

河内長野市立三日市市民ホール条例の制定について 

河内長野市立三日市市民ホール条例を次のように定める。 

  令和７年１２月１日提出 

河内長野市長 西野 修平 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市立三日市市民ホール条例 

河内長野市立三日市市民ホール条例（平成１６年河内長野市条例第２３

号）の全部を改正する。 

（設置） 

第１条 市民文化の向上及び市民サービスに寄与するため、河内長野市立

三日市市民ホール（以下「ホール」という。）を設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 ホールの名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 河内長野市立三日市市民ホール 

位置 河内長野市三日市町３２番地の１ 

（開館時間） 

第３条 ホールの開館時間は、午前９時から午後１０時までとする。ただ

し、ホールの受付時間は、開館時間の範囲内で規則で定める。 
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２ 前項の規定にかかわらず、開館日の午後５時から午後１０時までの間

において、施設の使用予定がなく施設の管理に支障がないと認める場合

は、閉館することができる。 

３ 前２項の規定にかかわらず、市長が特に必要があると認めるときは、

施設の開館時間を変更することができる。 

４ 前項の場合において、市長は、その旨をホールへの掲示その他の方法

により、原則として１箇月前までに周知するものとする。ただし、その

いとまがないときは、この限りでない。 

（休館日） 

第４条 ホールの休館日は、次のとおりとする。ただし、市長が特に必要

があると認めるときは、臨時に開館し、又は休館することができる。 

(1) 規則で定める日 

(2) １２月２９日から翌年１月３日まで 

２ ホールを臨時に開館し、又は休館する場合においては、前条第４項の

規定を準用する。 

（使用の許可等） 

第５条 ホールを使用しようとする者は、あらかじめ市長に申請し、その

許可を受けなければならない。ホールの使用の許可を受けた者（以下「使

用者」という。）が許可を受けた事項を変更しようとするときも、同様

とする。 

２ 市長は、ホールの管理上必要があると認めるときは、前項の許可に条

件を付すことができる。 

（許可の制限） 
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第６条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、ホールの使用の

許可を与えないことができる。 

(1) 公の秩序又は善良な風俗を害するおそれがあると認めるとき。 

(2) 施設等を汚損し、若しくは破損し、又は滅失させるおそれがあると

認めるとき。 

(3) 営利を目的とした物品等を販売するとき。 

(4) ホールの使用が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴

力団」という。）の活動を助長し、又は暴力団の利益になると認める

とき。 

(5) ホールの設置目的又は管理上支障があると認めるとき。 

(6) ホールを連続して７日以上使用するとき（市長が特別の理由がある

と認めるときを除く。）。 

(7) 前各号に掲げるもののほか、その使用が不適当であると認めるとき。 

（許可の取消し等） 

第７条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、ホールの使用の

許可を取り消し、その使用を制限し、又はその使用の停止若しくは退去

を命ずることができる。 

(1) 前条各号のいずれかの規定に該当したとき。 

(2) この条例若しくはこの条例に基づく規則、許可の条件若しくは法令

に違反して使用したとき又は使用しようとするとき。 

(3) 偽りその他不正の手段によりホールの使用の許可を受けたとき。 

(4) 災害その他不可抗力による事由により、ホールを使用させることが
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できなくなったとき又は使用させることが不適当と認められるとき。 

(5) 公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）の規定により選挙の期日

の公示又は告示があった日から選挙の期日の翌日までの間において、

選挙のために河内長野市選挙管理委員会がホールを使用する必要が生

じたとき。 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長がホールの管理上必要と認めると

き。 

（使用料） 

第８条 使用者は、別表に定める施設使用料及び附属設備・器具備品使用

料（以下「使用料」という。）を納付しなければならない。ホールの使

用の許可を受けた事項の変更の許可を受ける場合で、使用料の追加を伴

うときも、同様とする。 

２ 使用料は、市長が特に必要があると認める場合を除き、ホールの使用

の許可を受けるときに納付しなければならない。許可を受けた事項の変

更を受ける場合で、使用料の追加を伴うときも、同様とする。 

（使用料の減免） 

第９条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用料を減額し、

又は免除することができる。 

(1) 国及び他の地方公共団体がホールを使用するとき。 

(2) 本市がホールを使用するとき。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるとき。 

（使用料の還付） 

第１０条 既納の使用料は、還付しない。ただし、市長は、次の各号のい
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ずれかに該当するときは、その全部又は一部を還付することができる。 

(1) 使用者が使用日の１箇月前までにホールの使用の許可の申請を取り

下げたとき。 

(2) 使用者の責めに帰することができない理由によりホールの使用がで

きなかったと認めるとき。 

(3) 第７条第４号又は第５号の規定に該当することにより、ホールの使

用の許可を取り消され、その使用を制限され、又はその使用の停止若

しくは退去を命じられたとき。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるとき。 

（権利譲渡等の禁止） 

第１１条 使用者は、ホールの使用の許可を受けた目的以外に使用し、又

は使用の権利を譲渡し、若しくは転貸してはならない。 

（特別の設備の設置等） 

第１２条 使用者は、特別の設備を設置し、又は備付け以外の器具を使用

しようとするときは、あらかじめ市長の許可を受けなければならない。 

（原状回復義務） 

第１３条 使用者は、ホールの使用を終了したとき又は第７条の規定によ

り使用許可の取消し等を命じられたときは、直ちに施設等を原状に復さ

なければならない。ただし、市長の承認を得たときは、この限りでない。 

（損害賠償義務） 

第１４条 使用者は、施設等を汚損し、若しくは破損し、又は滅失したと

きは、それによって生じた損害を賠償しなければならない。 

（入館の制限） 
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第１５条 市長は、ホールの管理上必要があると認めるときは、入館を拒

否し、退館を命じ、又はその他必要な措置をとることができる。 

（委任） 

第１６条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和８年４月１日（以下「施行日」という。）から施行

する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際、現にこの条例による改正前の河内長野市立三日

市市民ホール条例（以下「旧条例」という。）第９条第１項又は第１６

条の規定により行われた指定管理者の許可は、この条例による改正後の

河内長野市立三日市市民ホール条例（以下「新条例」という。）第５条

第１項又は第１２条の規定による市長の許可とみなす。 

３ この条例の施行の際、現に施行日以後の使用に係る附属設備・器具備

品の使用料（以下「附属設備使用料」という。）を旧条例別表第２号に

基づき納付している者は、新条例第１０条の規定にかかわらず、既納の

附属設備使用料から新条例別表第２号に規定する附属設備使用料を控除

した額の還付を受けることができる。 

別表（第８条関係） 

(1) 施設使用料 

（単位 円） 
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使用時間 

 

 

使用区分 

午前 午後 夜間 午前・午後 午後・夜間 全日 

午前９時

～正午 

午後１時

～午後５

時 

午後６時

～午後１

０時 

午前９時

～午後５

時 

午後１時

～午後１

０時 

午前９時

～午後１

０時 

多目的ホ

ール 

３，４００ ４，３００ ４，３００ ７，７００ ８，６００ １２，００

０ 

会議室Ａ １，０００ １，３００ １，３００ ２，３００ ２，６００ ３，６００ 

会議室Ｂ １，２００ １，５００ １，５００ ２，７００ ３，０００ ４，２００ 

会議室Ｃ １，２００ １，５００ １，５００ ２，７００ ３，０００ ４，２００ 

備考 

１ 施設使用料は、市内に住所を有する使用者が使用し、入場料その

他これに類する料金（以下「入場料等」という。）を徴収する場合

で、その金額が２，０００円未満のときは５割を、２，０００円以

上のときは１０割を加えた金額とする。 

２ 施設使用料は、市外に住所を有する使用者が使用し、入場料等を

徴収しない場合は５割を加えた金額とする。入場料等を徴収する場

合は、前項の規定により算出した施設使用料に当該算出した施設使

用料の５割を加えた金額とする。 

(2) 附属設備・器具備品使用料（１回） 

（単位 円） 

備品名 使用料 

音響設備一式 １，５００円 

視覚設備一式 １，０００円 
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議案第８０号 

河内長野市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公 

費負担に関する条例の改正について 

河内長野市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担に

関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和７年１２月１日提出 

河内長野市長 西野 修平 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公 

費負担に関する条例の一部を改正する条例 

河内長野市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担に

関する条例（平成５年河内長野市条例第１６号）の一部を次のように改正

する。 

 第８条中「７円７３銭」を「８円３８銭」に改める。 

 第１１条中「５４１円３１銭」を「５８６円８８銭」に改める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第８１号 

河内長野市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する 

基準を定める条例の改正について 

河内長野市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和７年１２月１日提出 

河内長野市長 西野 修平 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する 

基準を定める条例の一部を改正する条例 

河内長野市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定

める条例（平成２６年河内長野市条例第３２号）の一部を次のように改正

する。 

第６条に次の２項を加える。 

６ 放課後児童健全育成事業者は、河内長野市暴力団排除条例（平成２６

年河内長野市条例第２２号）第２条第１号に規定する暴力団であっては

ならない。 

７ 放課後児童健全育成事業者の代表者、役員、従業員等は、河内長野市

暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団員又は同条第３号に規定
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する暴力団密接関係者であってはならない。 

 第１１条第３項第１号中「保育士（」の次に「大阪府の区域に係る法第

１８条の２９に規定する地域限定保育士及び大阪府の区域に係る児童福祉

法等の一部を改正する法律（令和７年法律第２９号）附則第１５条第１項

の規定によりなおその効力を有するものとされる同法附則第１２条の規定

による改正前の」を加える。 

 第１３条中「第３３条の１０各号」を「第３３条の１０第１項各号」に

改める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第８２号 

河内長野市立市民総合体育館条例の改正について 

河内長野市立市民総合体育館条例の一部を改正する条例を次のように定

める。 

  令和７年１２月１日提出 

                    河内長野市長 西野 修平 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市立市民総合体育館条例の一部を改正する条例 

河内長野市立市民総合体育館条例（昭和５３年河内長野市条例第２号）

の一部を次のように改正する。 

別表第１第１項の表中 

「 

競技場 全面 ５，０００ ５，０００ ５，０００ ７，５００ 

半面 ２，５００ ２，５００ ２，５００ ３，８００ 

」 

を 

「 

競技場 全面 ６，６００ ６，６００ ６，６００ ９，１００ 

半面 ３，３００ ３，３００ ３，３００ ４，６００ 

」 

に改める。 
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附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和８年４月１日（以下「施行日」という。）から施行す

る。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の河内長野市立市民総合体育館条例の規定は、

施行日以後に許可を受けた利用料金から適用し、施行日前に許可を受け

た利用料金については、なお従前の例による。 
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議案第８３号 

河内長野市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運 

営に関する基準を定める条例の改正について 

河内長野市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和７年１２月１日提出 

河内長野市長 西野 修平 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運 

営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

河内長野市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例（平成２６年河内長野市条例第３３号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第３条に次の２項を加える。 

５ 特定教育・保育施設の設置者は、河内長野市暴力団排除条例（平成２

６年河内長野市条例第２２号）第２条第１号に規定する暴力団であって

はならない。 

６ 特定地域型保育事業者の代表者、役員、従業員等は、河内長野市暴力

団排除条例第２条第２号に規定する暴力団員又は同条第３号に規定する
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暴力団密接関係者であってはならない。 

第７条第２項中「同法第７３条第１項」を「同法附則第７３条第１項」

に、「第４２条第４項第１号」を「第４２条第６項第１号」に改める。 

 第２５条中「第３３条の１０各号」を「第３３条の１０第１項各号（幼

保連携型認定こども園である特定教育・保育施設の職員にあっては認定こ

ども園法第２７条の２第１項各号、幼稚園である特定教育・保育施設の職

員にあっては学校教育法第２８条第２項において準用する認定こども園法

第２７条の２第１項各号）」に改める。 

 第３７条第１項中「第４２条第３項第１号」を「第４２条第３項」に、

「同号」を「同項」に改める。 

 第４２条第１項中「第５項」を「第７項」に改め、同項第１号中「支援」

の次に「（次項において「保育内容支援」という。）」を加え、「行う」

を「実施する」に改め、同項第３号中「第４項第１号」を「第６項第１号」

に改め、同条第２項及び第３項を次のように改める。 

２ 市長は、特定地域型保育事業者による保育内容支援の実施に係る連携

施設の確保が著しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲げ

る要件の全てを満たすと認めるときは、前項第１号の規定を適用しない

こととすることができる。 

(1) 特定地域型保育事業者が保育内容支援連携協力者を適切に確保する

こと。 

(2) 次のア及びイに掲げる要件を満たすこと。 

ア 特定地域型保育事業者と保育内容支援連携協力者との間でそれぞ

れの役割の分担及び責任の所在が明確化されていること。 
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イ 保育内容支援連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないよ

うにするための措置が講じられていること。 

３ 前項各号の保育内容支援連携協力者とは、小規模保育事業Ａ型若しく

は小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（第５項において

「小規模保育事業Ａ型事業者等」という。）であって、第１項第１号に

掲げる事項に係る連携協力を行うものをいう。 

第４２条中第９項を第１１項とし、第４項から第８項までを２項ずつ繰

り下げ、第３項の次に次の２項を加える。 

４ 市長は、特定地域型保育事業者による代替保育の提供に係る連携施設

の確保が著しく困難であると認められる場合であって、次の各号に掲げ

る要件のいずれかを満たすときは、第１項第２号の規定を適用しないこ

ととすることができる。 

(1) 特定地域型保育事業者が代替保育連携協力者を適切に確保した場合

には、次のア及びイに掲げる要件を満たすと市長が認めること。 

ア 特定地域型保育事業者と代替保育連携協力者との間でそれぞれの

役割の分担及び責任の所在が明確化されていること。 

イ 代替保育連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないように

するための措置が講じられていること。 

(2) 市長が特定地域型保育事業者による代替保育連携協力者の確保の促

進のために必要な措置を講じてもなお当該代替保育連携協力者の確保

が著しく困難であること。 

５ 前項各号の代替保育連携協力者とは、第１項第２号に掲げる事項に係

る連携協力を行う者であって、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、そ
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れぞれ当該各号に定めるものをいう。 

(1) 特定地域型保育事業者が特定地域型保育事業を行う場所又は事業所

（次号において「事業実施場所」という。）以外の場所又は事業所に

おいて代替保育が提供される場合 小規模保育事業Ａ型事業者等 

(2) 事業実施場所において代替保育が提供される場合 事業の規模等を

勘案して小規模保育事業Ａ型事業者等と同等の能力を有すると市町村

が認める者 

 第５３条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他こ

れらに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物

」を「電磁的記録媒体（電磁的記録に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

 附則第５条中「１０年」を「１５年」に改める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第８４号 

河内長野市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を 

定める条例の改正について 

河内長野市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和７年１２月１日提出 

河内長野市長 西野 修平 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を 

定める条例の一部を改正する条例 

河内長野市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条

例（平成２６年河内長野市条例第３４号）の一部を次のように改正する。 

第５条に次の２項を加える。 

７ 家庭的保育事業者等は、河内長野市暴力団排除条例（平成２６年河内

長野市条例第２２号）第２条第１号に規定する暴力団であってはならな

い。 

８ 家庭的保育事業者等の代表者、役員、従業員等は、河内長野市暴力団

排除条例第２条第２号に規定する暴力団員又は同条第３号に規定する暴

力団密接関係者であってはならない。 

-33-



  

  

第６条第１項本文中「第３号」を「以下この条」に改め、同項第１号中

「支援を行う」を「支援（次項において「保育内容支援」という。）を実施

する」に改め、同項第３号中「この号」の次に「及び第６項第１号」を加

え、同条第２項及び第３項を次のように改める。 

２ 市長は、家庭的保育事業者等による保育内容支援の実施に係る連携施

設の確保が著しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる

要件の全てを満たすと認めるときは、前項第１号の規定を適用しないこ

ととすることができる。 

(1) 家庭的保育事業者等が保育内容支援連携協力者を適切に確保するこ

と。 

(2) 次のア及びイに掲げる要件を満たすこと。 

ア 家庭的保育事業者等と保育内容支援連携協力者との間でそれぞれ

の役割の分担及び責任の所在が明確化されていること。 

イ 保育内容支援連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないよ

うにするための措置が講じられていること。 

３ 前項各号の保育内容支援連携協力者とは、第２７条に規定する小規模

保育事業Ａ型若しくは小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う

者（第５項において「小規模保育事業Ａ型事業者等」という。）であって、

第１項第１号に掲げる事項に係る連携協力を行うものをいう。 

第６条第５項中「行う者」を「行う施設又は事業所」に改め、同項を同

条第７項とし、同条中第４項を第６項とし、第３項の次に次の２項を加え

る。 

４ 市長は、家庭的保育事業者等による代替保育の提供に係る連携施設の
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確保が著しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件

のいずれかを満たすときは、第１項第２号の規定を適用しないこととす

ることができる。 

(1) 家庭的保育事業者等が代替保育連携協力者を適切に確保した場合に

は、次のア及びイに掲げる要件を満たすと市長が認めること。 

ア 家庭的保育事業者等と代替保育連携協力者との間でそれぞれの役

割の分担及び責任の所在が明確化されていること。 

イ 代替保育連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないように

するための措置が講じられていること。 

(2) 市長が家庭的保育事業者等による代替保育連携協力者の確保の促進

のために必要な措置を講じてもなお当該代替保育連携協力者の確保が

著しく困難であること。 

５ 前項各号の代替保育連携協力者とは、第１項第２号に掲げる事項に係

る連携協力を行う者であって、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ当該各号に定めるものをいう。 

(1) 家庭的保育事業者等が家庭的保育事業等を行う場所又は事業所（次

号において「事業実施場所」という。）以外の場所又は事業所において

代替保育が提供される場合 小規模保育事業Ａ型事業者等 

(2) 事業実施場所において代替保育が提供される場合 事業の規模等を

勘案して小規模保育事業Ａ型事業者等と同等の能力を有すると市長が

認める者 

 第１２条中「第３３条の１０各号」を「第３３条の１０第１項各号」に

改める。 
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第１６条第１項第２号中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。 

第１７条第２項を次のように改める。 

２ 家庭的保育事業者等は、前項の規定にかかわらず、次の表の左欄に掲

げる健康診断又は健康診査（母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）

第１２条又は第１３条に規定する健康診査をいう。同表において同じ。）

（以下この項において「健康診断等」という。）が行われた場合であっ

て、当該健康診断等がそれぞれ同表の右欄に掲げる健康診断の全部又は

一部に相当すると認められるときは、同欄に掲げる健康診断の全部又は

一部を行わないことができる。この場合において、家庭的保育事業者等

は、それぞれ同表の左欄に掲げる健康診断等の結果を把握しなければな

らない。 

児童相談所等における乳児又は幼

児（以下「乳幼児」という。）の利

用開始前の健康診断 

利用乳幼児に対する利用開始時の

健康診断 

乳幼児に対する健康診査 利用乳幼児に対する利用開始時の

健康診断、定期の健康診断又は臨時

の健康診断 

第２３条第２項中「国家戦略特別区域法（平成２５年法律第１０７号。

以下「特区法」という。）第１２条の５第２項に規定する国家戦略特別区域

限定保育士」を「大阪府の区域に係る法第１８条の２９に規定する地域限

定保育士（以下「地域限定保育士」という。）及び大阪府の区域に係る児童

福祉法等の一部を改正する法律（令和７年法律第２９号）附則第１５条第

１項の規定によりなおその効力を有するものとされる同法附則第１２条の

規定による改正前の国家戦略特別区域法（平成２５年法律第１０７号）第
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１２条の５第２項に規定する国家戦略特別区域限定保育士（以下「国家戦

略特別区域限定保育士」という。）」に改める。 

第２９条第１項中「特区法第１２条の５第２項に規定する」を「地域限

定保育士及び」に改め、同条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改

め、同項第４号中「３０人」を「２５人」に改める。 

第３１条第１項中「特区法第１２条の５第２項に規定する」を「地域限

定保育士及び」に改め、同条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改

め、同項第４号中「３０人」を「２５人」に改める。 

第４３条第１号中「及び管理」を「、及び管理」に改める。 

第４４条第１項中「特区法第１２条の５第２項に規定する」を「地域限

定保育士及び」に改め、同条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改

め、同項第４号中「３０人」を「２５人」に改める。 

第４６条中「第４３条に規定する」を削る。 

第４７条中「特区法第１２条の５第２項に規定する」を「地域限定保育

士及び」に改め、同条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同

項第４号中「３０人」を「２５人」に改める。 

第４８条中「第４７条第１項に規定する」を削り、「及び管理」を「、及

び管理」に改める。 

附則第３条中「１０年」を「１５年」に改める。 

 附則第９条中「受けた者」の次に「、地域限定保育士又は国家戦略特別

区域限定保育士」を加える。 

   附 則 

 （施行期日） 
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１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 当分の間、この条例による改正後の河内長野市家庭的保育事業等の設

備及び運営に関する基準を定める条例第２９条第２項、第３１条第２項、

第４４条第２項及び第４７条第２項の規定の適用については、同条例第

２９条第２項第３号、第３１条第２項第３号、第４４条第２項第３号及

び第４７条第２項第３号中「１５人」とあるのは「２０人」と、同条例

第２９条第２項第４号、第３１条第２項第４号、第４４条第２項第４号

及び第４７条第２項第４号中「２５人」とあるのは「３０人」とする。 

３ 前項に規定する期間内においても、小規模保育事業者（Ａ型）、小規模

保育事業者（Ｂ型）、保育所型事業所内保育事業者及び小規模型事業所

内保育事業者は、同項の規定による読替え前の河内長野市家庭的保育事

業等の設備及び運営に関する基準を定める条例第２９条第２項、第３１

条第２項、第４４条第２項及び第４７条第２項に定める基準を満たす数

の保育士及び保育従事者を置くよう努めなければならない。 
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議案第８５号 

河内長野市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準 

を定める条例の改正について 

河内長野市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和７年１２月１日提出 

河内長野市長 西野 修平 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準 

を定める条例の一部を改正する条例 

河内長野市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める

条例（令和７年河内長野市条例第３４号）の一部を次のように改正する。 

第９条（見出しを含む。）並びに第１０条の見出し及び同条第１項中「乳

児等通園支援事業者」を「乳児等通園支援事業所」に改める。 

第１３条中「乳児等通園支援事業者」を「乳児等通園支援事業所」に、

「第３３条の１０各号」を「第３３条の１０第１項各号」に改める。 

 第１６条第７号中「並びに乳児等通園支援事業の」を「その他の」に改

める。 

第１８条第１項中「乳児等通園支援事業者」を「乳児等通園支援事業所」
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に改める。 

 第２０条第３項中「当該施設又は事業」を「当該施設又は事業所」に、

「事業に係る利用定員」を「事業所に係る利用定員（子ども・子育て支援

法（平成２４年法律第６５号）第２７条第１項又は同法第２９条第１項の

確認において定める利用定員をいう。以下同じ。）」に改める。 

 第２２条第１項中「保育士」の次に「（大阪府の区域に係る法第１８条の

２９に規定する地域限定保育士及び大阪府の区域に係る児童福祉法等の一

部を改正する法律（令和７年法律第２９号）附則第１５条第１項の規定に

よりなおその効力を有するものとされる同法附則第１２条の規定による改

正前の国家戦略特別区域法（平成２５年法律第１０７号）第１２条の５第

２項に規定する国家戦略特別区域限定保育士を含む。以下この条において

同じ。）」を加える。 

 第２２条の次に次の１条を加える。 

 （設備及び職員の基準の特例） 

第２２条の２ 子ども・子育て支援法第３０条第１項第４号に規定する特

例保育を行う事業者が、当該特例保育を行う事業所において一般型乳児

等通園支援事業を行う場合には、第２１条及び前条の規定は適用しない。 

附 則 

 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 
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議案第８６号 

河内長野市立子ども・子育て総合センター条例の改正につい 

て   

河内長野市立子ども・子育て総合センター条例の一部を改正する条例を

次のように定める。 

  令和７年１２月１日提出 

河内長野市長 西野 修平 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市立子ども・子育て総合センター条例の一部を改正 

する条例 

河内長野市立子ども・子育て総合センター条例（平成２４年河内長野市

条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

第４条中第２号を削り、第３号を第２号とし、第４号を第３号とし、第

５号を第４号とする。 

第５条第１号中「乳幼児とその保護者及び」を「乳幼児及びその保護者

並びに」に改め、同条第２号中「までの児童と」を「に達する日以後の最

初の３月３１日までの間にある児童及び」に改め、同条第３号を次のよう

に改める。 

(3) 交流ホール 市内に住所を有する１２歳に達する日以後の最初の３
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月３１日までの間にある児童及びその保護者並びに妊婦及びその配

偶者等 

第６条から第１３条までを削り、第１４条を第６条とする。 

第１５条中「５００円」の次に「（乳幼児が市外に住所を有する場合に

あっては、１，０００円）」を加え、同条を第７条とし、第１６条を第８条

とし、第１７条を第９条とする。 

附則に次の１項を加える。 

（一時預かり事業に係る使用料の特例） 

３ 当分の間、乳幼児が市外に住所を有する場合の一時預かり事業に係る

使用料については、第１５条中「１，０００円」とあるのは「８００円」

とする。 

別表を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和８年４月１日（以下「施行日」という。）から施行す

る。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の河内長野市立子ども・子育て総合センター条

例第７条の規定は、施行日以後の利用に係る使用料から適用し、施行日

前の利用に係る使用料については、なお従前の例による。 

 （準備行為） 

３ この条例による改正後の河内長野市立子ども・子育て総合センター条

例の規定に基づく使用料に関し必要な準備行為は、施行日前においても
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行うことができる。 
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議案第８７号 

河内長野市公園条例の改正について 

河内長野市公園条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和７年１２月１日提出 

河内長野市長 西野 修平  

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市公園条例の一部を改正する条例 

河内長野市公園条例（昭和４２年河内長野市条例第３９号）の一部を次

のように改正する。 

 別表第３を次のように改める。 

別表第３（第１９条関係） 

  公園施設の使用料 

種別 単位 期間 使用料 摘要 

公園施設を設ける場合 １平方メ

ートル 

１年 １，０００円ただし、公募により法

第５条第１項の許可

を受ける者に使用料

の額を提案させる場

合の使用料は、左欄に

定める額以上であっ

公園施設を管理する場合 １平方メ

ートル 

１年 ２，０００円
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    て、当該提案に係る額

を上限として市長が

定 め る 額 と す る 。

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第８８号 

（仮称）南花台中央公園整備工事請負変更契約の締結につい

て 

  （仮称）南花台中央公園整備工事請負変更契約について、次のとおり変

更契約を締結したいので、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は

処分に関する条例第２条の規定により、本市議会の議決を求める。 

    令和７年１２月１日提出 

河内長野市長 西野 修平 

 

 

 

 

１ 契約目的 

  （仮称）南花台中央公園整備工事 

２ 契約内容 

 (1)変更前 

  【Ａゾーン】スタジアム整備 一式 

   管理棟建築（鉄骨造地上１階、延床面積１，４８６平方メートル） 

   （事務室、多目的室、更衣室、シャワー室、医務・救護室、授乳室、   

倉庫、男女トイレ、公衆・共用トイレ、バリアフリートイレ） 

   サッカーコート（天然芝・人工芝張り、サッカーゴール、散水設備） 

   メインスタンド（観覧席）、さく井、防球ネット、音響設備、サイン 

   等、空調換気・消防設備等 
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  【Ａゾーン】公園整備 一式 

   歩道、施設（ベンチ、手摺、遊具等）整備、駐車場、植栽等 

  【Ｂゾーン】公園整備 一式 

   歩道、施設（ベンチ、手摺、遊具等）整備、植栽等、芝生広場、駐 

   車場 

  【各ゾーン】 

   ２次造成工事、照明、監視カメラ、給排水衛生設備  一式 

 (2)変更後 

  【Ａゾーン】スタジアム整備 一式に追加 

   スコアボード設備、管理棟屋上パーゴラ屋根 

  【Ａゾーン】公園整備 一式に追加 

   公園公衆トイレＡ、西側出入口１箇所 

  【Ｂゾーン】公園整備 一式に追加 

   公園公衆トイレＢ、深井戸・散水スプリンクラー設備 

３ 契約方法 

   条件付き一般競争入札 

４ 契約金額 

   変更前 金２，２６３，８００，０００円 

   変更後 金２，４４９，２０１，７００円 

５ 契約の相手方 

  奈良県北葛城郡広陵町大字平尾１１番地の１ 

   村本建設株式会社 

    代表取締役 久米 生泰 
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